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本研究は、貿易統計や鉱工業生産指数等の統計データに現れた東日本大震災のインパクトを分析すると

ともに、製造業の企業に対してアンケート及びヒアリングを実施し、震災が生産・物流チェーンに与えた

影響や今後の戦略の方向性について検討を行ったものである． 
その結果，震災後落ち込みが顕著であった，我が国の耐久消費財生産が3か月程度で回復したこと，被

災要因としては“原料・部品等の調達先の被災による影響”が最も多く，今後の企業戦略においても 
“調達先の移転・分散”が最も多く志向されていることが分かった．一部の原料・部品等の調達先が重複

する等我が国のサプライチェーンの複雑さが，日本の製造業の危機管理上の隘路であることも確認された． 
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1. はじめに 
 
東日本大震災によって，東北地方太平洋側に位置する

港湾が甚大な被害を受けるとともに，製造業を中心とす

る企業の生産・物流チェーンが寸断され，我が国のみな

らず世界の経済活動に大きな影響を及ぼした． 
本研究では，貿易統計や鉱工業生産指数等の統計デー

タに現れた東日本大震災のインパクトを分析するととも

に，被災要因や生産・物流チェーンに発生した問題，被

害の回復の推移等に関して行った企業アンケート調査及

びヒアリング調査の結果を報告する．また，それらの成

果に立脚し，東日本大震災がわが国の生産・物流チェー

ンに及ぼしたインパクトを評価する． 
 

2. 企業アンケート調査の概要 
 
わが国の製造業の生産・物流チェーンにおける震災の

影響を把握するため，主要な製造事業者 2,044 社に対し

て，2012年 1月上旬にアンケートを実施した．アンケー

ト対象は資本金 10億円以上の企業とした．634社から回

答があり，回収率は 31.0%であった．(表-1) 
表-１ アンケート配布回収状況 

 配布数 回収数 回収率 
製造業 2,044 634 31.0％
 
 

3. 震災による被害及び影響 
 

(1) 被害の状況 

アンケートの回答が得られた548社のうち約34％から

地震・津波による事業所施設への被害などの直接的な影

響を受けたとの回答が寄せられた．また，約37％の事業

者から，原料・部品等の調達先や製品の販売先の被災，

利用している倉庫，物流センターなどの被災，輸送ルー
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震災により自社施設が直接的被害を受けた

震災による自社施設の直接的被害はなかったが、間接的被害を受けた

震災による被害や影響はなかった

トや港湾，空港の被災，混雑等によって生産，出荷等の

企業活動に間接的な影響を受けたとの報告があり，何ら

かの被害及び影響を受けた企業は，約70％に及んだ．

（図-1） 
 

(2) 被害の要因 

直接的被害及び間接的影響の要因としては，「地震

（余震を含む）の揺れによる被害」が最も割合が高く，

続いて「原料・部品等の調達先の被災による間接的な影

響」が地震の揺れとほぼ同程度（約18%）と高くなって

いる点が特徴的である．（図-2）これに「計画停電・電

力不足による影響」や「国内輸送手段・ルートの被災・

混雑等による影響」が15％と続いており，今回の地震の

広域性による，エネルギー供給も含むサプライチェーン

に及ぼした影響の大きさが伺える． 
 

(3) 震災による国内生産への影響 

次に「鉱工業生産指数」（経済産業省）を用いて，企

業の生産動向に対する震災の影響を確認する． 
 鉱工業生産指数の推移をみると，顕著な特徴として

2009年2月と2011年4月を底とした谷があり，前者はリー

マンショック，後者は東日本大震災による影響と考えら

れる．（図6）リーマンショックでは非耐久消費財を除

く4つの分野で大幅な後退をみせている．一方，東日本

大震災では特に耐久消費財が約△50%と大幅に減少して

いる． 

図-1 被害状況（n=548） 

 

 
図₋2 震災による被害の要因 

また，リーマンショックでは生産の回復速度が遅く，

加工品を除いて2010年時点でも2005年レベルには達して

いなかった．それに比較すると，今回の震災においては，

2011年4月に底を打った後，2011年6月にはおおむね震災

前のレベルにＶ字回復をしており，鉱工業生産指数上で

は，震災の企業の生産活動に対する影響は3ヶ月程度で

あったことがわかる． 
 

(4) 貿易動向への影響 
鉱工業指数の低下に現れた耐久消費財の生産の落ち込

みがわが国の貿易にどのような影響を与えたかをみるた

めに，「貿易統計」を用いて2010年と2011年の月別輸出

入額を比較する．(図-4 次頁) 
輸出では，顕著な傾向として，震災のあった2011年3

月以降，耐久消費財が前年同月に比べて大きく落ち込み，

その傾向が6月まで続いている．特に4月には，対前年同

月比較で4,713億円の減少となっており，震災の影響に

よって東北地方及び関東地方の製造業の出荷額が減少し

た影響が見られる．また，工業用原料・加工品について

も10%前後の落ち込みを示しており，臨海部の化学コン

ビナート等が地震，津波によって操業停止した影響が見

られる． 
輸入では，工業用原料・素材を除き，前年と同様な推

移となっており，顕著な変化はみられない．工業用原

料・素材は，2010年末後半からの価格高騰によって2011
年に入ってからも2割程度の輸入額増加が続いたが，こ

れに加えて8月以降は，震災による原発の停止等による

国内の電力供給不足を補うための液化天然ガス等の燃料

輸入の増加が影響しているものと考えられる． 

 
図₋3 鉱工業生産指数の品目別推移 

 
表-2 鉱工業品の内訳 

代表的な品目例  
工業用原料（素材） 鉄鋼，ガソリン，コークス，化学薬品，合成樹脂 等 
工業用原料（加工品） 自動車部品，電子デバイス，継手，タイヤ，HDD 等 
資本財 工作機械，産業用ロボット，事務用機械，トラック・バス 等 
耐久消費財 乗用車，家電，携帯電話，パソコン 等 
非耐久消費財 食料品・飲料，衣類，日用品，医薬品 等 

資料）経済産業省「鉱工業生産指数」より「生産・出荷・在庫・在庫率指数 2003年1月～最新」

品目別季節調整済指数【月次】付加価値額生産（2005年=±0）より作成 
注）鉱業及び電力・ガスは除く．また，製造業のうち，食料品，飲料・たばこ・資料，木材・木

製品，化学工業の一部（医薬品等），輸送用機械器具の一部（造船・鉄道車両製造・航空機製造

等）は含まれていない． 
注）2012年1月は速報値  
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４．震災後の製造業の操業再開の状況 
 
企業アンケートでは被害を受けた製造業事業所に対し

て，震災後1週間から2012年1月までの操業水準の回復状

況を調査し，直接的被害を受けた企業と間接的な被害に

留まった事業所に区分し，品目別に特徴を分析した．図

-5～11は各時点における操業度の割合ごとの事業所数を

百分率で示したもので，図中に示された凡例の数字は

100が震災前の操業水準，０は操業の完全停止を表す． 
 製造業全体でみると，直接的被害を受けた事業所は，

震災後1週間で約57%が，また震災後2週間でも約36%が

操業を停止した．間接的影響を受けた場合には，震災後

1週間では約13%が操業停止，2週間では6%が操業停止と

なっており，間接的被害を受けた事業所の方が操業停止

の割合が低く，再開も速かったことが裏付けられた． 
直接的被害を受けた事業所では震災後半年が経過する

と，また間接的被害を受けた事業所では3カ月後から，

操業度が100を超える事業所の割合が1割を超える．これ

は，被災による生産の遅れを取り戻すためや復興需要に

対応するために増産した事業所があったことを示す． 
個別企業に対して行ったヒアリングの結果でも，①震

災直後は納入先の自動車メーカーの生産停止に合せて生

産を手控えた自動車部品メーカーが，4月末から一部生

産を再開し，5月の連休前には部品出荷を始めた，②震

災から一カ月は操業停止状態であった産業機械メーカー

が，出荷がピークとなる8月に向けて増産した，といっ

た状況が明らかとなり，アンケート結果が裏付けられた． 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図₋4 月別輸出入額の推移 

 

3.(3)節でもっとも震災のインパクトが著しかったこと

が明らかとなった耐久消費財については，直接的被害を

受けた事業所，間接的影響に留まった事業所とも，震災

後２週間における回復度が他業種と比較して低く，影響

も長引いた．これは東北地方や関東地方の原料・部品製

造メーカーが被災したことから，サプライチェーンの川

下側の部品メーカーの操業停止などが発生し，それらの

頂点に位置する自動車産業をはじめとする耐久消費財製

造メーカーに対する原料・部品等の供給が滞ったことに

よる影響が業界全体に大きく波及したことによるものと

考えられる． 
間接的影響を受けた非耐久消費財メーカーの事業所で

は，震災後1週間で早くも操業度が震災前より2割以上高

くなっている事業所が10%程度あり，被災地への緊急物

資の供給や消費者の買占め，被災地メーカーの代替生産

による需要増大への対応等が行われたものと考えられる．

企業ヒアリングにおいても，非耐久消費財メーカーから

「震災後，一部商品で通常にはない急激な販売増加がみ

られた」との報告があり，4月には事業所の操業が再開

できたため壊滅的な被害を受けた競合他社の代替需要に

応じた結果シェアが拡大した食品メーカーの事例ともあ

わせて，上記の推測を裏付けるものと考えられる． 
 
 

 

 

           

 

 

 

 

                   

 

 

  図₋5 震災後の復旧状況（直接的被害・製造業全業種） 

 
                      

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  図₋6 震災後の復旧状況（間接的被害・製造業全業種） 
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図-7 震災後の復旧状況（直接的被害・部品・半製品） 

 

 
 
 
 

 
 

図₋8 震災後の復旧状況（直接的被害・資本財） 

 
 
 

 

図₋9 震災後の復旧状況（直接的被害・耐久消費財） 

 

 

 

 

 

 

図₋10 震災後の復旧状況（間接的被害・耐久消費財） 

 

 

 

 

 

 

 

図₋11 震災後の復旧状況（間接的影響・非耐久消費財）        

 
 
 
5. 今後の生産・物流戦略の方向性 
 
アンケート回答に基づき，日本の製造業の今後の生

産・物流戦略の方向性を，生産拠点の配置のあり方，調

達先の確保策，在庫管理及び物流管理におけるリスク分

散のあり方，に区分し整理した結果を表-3及び図-12に示

す．「生産拠点の移転」をあげた企業は，全体の約32%
であった．「調達先の移転・分散」は全体の約70%と最

も高い．「在庫積み増し」は全体の20%程度に留まった．

物流拠点の分散等の「物流面」での対応を挙げた企業は

全体の45%であった． 
ヒアリングでは生産拠点の移転の必要性はあるものの，

設備投資が膨大となるため現実的には難しいとする意見

があった．調達先の移転・分散が高い理由としては，震

災時に原材料や部品の調達先が被災したことによって，

生産活動に影響を受けた企業が多いため，対応を考えて

いる企業が多いと考えられる．ヒアリングでは，「震災

直後に，在庫積み増しを行ったが，ジャスト・イン・タ

イム方式が最良であるという考えは変わらず，今後も在

庫削減という基本的な方向性は変わらない」という意見

もきかれた．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

直接的被害（部品・半製品）

52.8

28.8

14.4

3.2

1.6

2.4

0.8

3.2

0.8

1.6

5.6

8.0

4.0

1.6

0.8

1.6

10.4

16.8

9.6

5.6

3.2

2.4

10.4

7.2

8.0

2.4

7.2

6.4

15.2

16.0

17.6

12.8

8.0

13.6

19.2

44.8

60.8

67.2

63.2

1.6

1.6

5.6

6.4

8.8

0.8

4.0

3.2

0.8

0.8

0.8

1.6

1.6

1.6

1.6

10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

震災後１週間

震災後２週間

震災後１ヶ月

震災後３ヵ月

震災後半年

現在

(％)

-100% -99～-80 -80～-60 -60～-40 -40～-20 -20～-0 ±０

+0～+20 +20～+40 +40～+60 +60～+80 +80～+100 +100%以上

0

0

1～20 20～40 40～60

120～140 140～160 160～180 180～200 200以上

60～80

200以上

80～100 100

100～120



 

 5

生産拠点 国内で生産の移転あるいは分散を図りたい

海外への生産の移転あるいは分散を図りたい

調達先 国内で調達先の移転あるいは分散を図りたい

海外からの調達の拡大あるいは海外で新規調達先の確保を図りたい

在庫 出荷品の在庫の積み増しを図りたい

部品・原材料などの調達品の在庫積み増しを図りたい

物流 在庫を置く物流拠点の分散を図りたい

国内の輸送手段・ルートの多様化（トラック以外に内航利用拡大等）を図りたい

輸出入の利用港湾・空港の多様化を図りたい

その他 その他

船積港 → 船卸港 船積港 → 船卸港
苫小牧 → 大洗 苫小牧 → 東京
大洗 → 苫小牧 東京 → 苫小牧
大洗 → 釧路 四日市 → 釧路
仙台 → 苫小牧 舞鶴、敦賀 → 小樽、苫小牧
常陸那珂 → 苫小牧 東京 → 苫小牧
常陸那珂 → 苫小牧 川崎 → 苫小牧
赤穂・坂出 → 鹿島・仙台 赤穂・坂出 → 東京

船積港 → 船卸港 船積港 → 船卸港
仙台 → 上海 秋田 → 上海
仙台 → ロサンゼルス 東京 → レムチャバン
仙台 → シンシナチ 東京 → シンシナチ
仙台 → ロングビーチ 横浜 → ロングビーチ
オークランド → 仙台 オークランド → 東京
青島 → 仙台 青島 → 東京
ジャカルタ → 仙台 ジャカルタ → 東京
中国 → 仙台 中国 → 新潟
大洗 → 苫小牧 東京 → 苫小牧
常陸那珂 → 苫小牧 川崎 → 苫小牧
常陸那珂 → ロッテルダム 横浜 → ロッテルダム
小名浜 → レムチャバン 横浜 → レムチャバン
ボシニア → 大船渡 ボシニア → 秋田
中国 → 日立 中国 → 東京
東京・横浜 → ロッテルダム 神戸 → ロッテルダム
フランクフルト → 東京 フランクフルト → 神戸
レムチャバン → 東京 レムチャバン → 大阪
上海 → 東京 上海 → 大阪
ロサンゼルス → 横浜 ロサンゼルス → 神戸
名古屋 → 上海・バンコク 大阪・神戸 → 上海・バンコク

震災前の通常ルート 代替ルート

国内輸送

輸出輸入
震災前の通常ルート 代替ルート

表-3 生産・物流戦略における選択肢 

図-12 今後の生産・物流戦略の方向性 

 
 

6. 震災時の港湾利用 
 
(1) 被災地港湾からの港湾貨物のシフト 

一般的に，普段利用している港湾が何らかの理由で使

用できなくなると，荷主は代替港湾への貨物輸送のシフ

トを余儀なくされる．今回の震災によって東北地方太平

洋岸の港湾の多くが数週間から1ヶ月にわたって使用で

きなくなったが，企業アンケートの結果によると，代替

港湾にシフトした企業は，港湾利用企業のうち7%（37
事例）に留まった．代替港湾を利用した企業の貨物は， 

表₋4 震災後の代替港湾利用事例 

 

 
コンテナが約89%と圧倒的に多く，バルク貨物は約

11%であった．バルク系貨物は貨物の種類に応じた荷役

機械が必要になるため，代替港湾の利用に困難が伴った

ためと推測される． 
代替港湾利用の際の迂回輸送ルートの事例を表-4に示

す．仙台塩釜港の代替港湾として，秋田港，新潟港，東

京港が利用され，東京港や横浜港の代替港として神戸港

や大阪港を利用した企業もあった．代替利用によって，

取扱量が増加し，東京港等が混雑したことや原発事故の

風評被害によって基幹航路の入港船舶の中には一時的に

東京湾の諸港を抜港する船会社も出た結果，神戸港や大

阪港にも貨物が流れたためと考えられる． 
 

(2) 新潟港における輸出入コンテナ取扱量の増加 

 新潟港における2011年のコンテナ貨物取扱量を図-13
に示す．新潟港においては2011年3月から輸出入ともに

コンテナ貨物取扱量が増加し，リーマンショック以前の

2008年を上回った．これは，前節で述べた様に，仙台塩

釜港等の東北地方太平洋側港湾が震災で一時的に閉鎖さ

れコンテナ定期航路の寄港が停止したためと推測される． 
仙台塩釜港の内貿コンテナ定期船航路は6月に再開さ

れるが，外貿コンテナ船の基幹航路である北米航路が再

開したのは2012年1月であったことから，新潟港のコン

テナ貨物量の増加が前年並みに戻り代替港としての利用

が終わったのは12月頃となった． (図-13 次頁) 
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図₋13 新潟港における輸出入コンテナ取扱量 
 

(3) 震災時の港湾利用に関する問題 

アンケート回答企業のうち，普段港湾を利用している

企業は約81%あったが，震災時の港湾利用について特に

問題が生じなかったと感じている企業が約56%（280社）

を占めた．しかしながら，国内輸送で利用している港湾

が被災し，国内での調達・販売に支障が生じたと答えた

企業が約14%（72社）あり，また，輸出入に利用してい

る港湾は被災しなかったがt混雑し普段どおりの輸送が

できなかったと感じた企業が約20%（102社）あった．

（図-14） 
 
(4) 代替港湾利用に関する問題 
代替港湾を利用した企業37社が代替港湾利用上の問題

点と考えている点は，「輸送コストが高い」が最も多く

27社，次に「輸送の所要時間が長い」が25社と続き，普

段は輸送コスト・時間が最小となる港湾を選定している

事が伺われる．「特に問題はない」と回答した企業は3
社と極めて少なく，また，今回の代替港湾としての利用

を契機に通常利用する意向を有する企業は2社，併用を

考える意向の企業は1社しかなく，代替港湾の利用が緊

急時のやむおえないシフトであったことが確認される． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-14 震災時の港湾利用における問題 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-15 震災時の代替港湾利用における問題 

 
 7. まとめ 
 
東日本大震災では「原料・部品等の調達先の被災によ

る影響」を受けた製造業が多く，企業が考える今後の生

産・物流戦略の方向性は「調達先の移転・分散」である

と考えられる． 
「鉱工業生産指数」の低下に見られるように耐久消費

財の生産への影響が大きく，これは特に半導体，エンジ

ンの金型などの部品や部材の工場が被災し調達が出来な

くなり，例えばまったく被災しなかった自動車組み立て
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工場の操業が停止した．自動車メーカーからみて2次，3
次の部品等調達先がメーカー間でお互いに重複しており，

こういった特定の部品メーカーの被災が日本の製造業全

体に大きな影響を与えた． 
これまでの部品，材料等調達におけるジャスト・イ

ン・タイム方式がリスク管理の面での脆弱性を露呈した

との考えから，企業ＢＣＰの一つとして在庫の積み増し

を進めることも考えられるが，多くの企業では，上流部

のサプライヤーの在庫の強化及び可視化が当面の戦略と

して念頭にあがっており，引き続きジャスト・イン・タ

イム方式による自社在庫の削減を促進する方向性には代

わりが無いものと推測される． 

しかしながら，このほどの震災で明らかとなった日本

の企業物流の脆弱性に対して，国や地方公共団体は地域

経済や社会の持続的発展を維持していく観点から，企業

が進める企業最適のサプライチェーンマネジメントを， 
 
 

社会最適性保持の視点で修正していく必要がある．今後， 
発生が危惧される東海，南海，東南海地震や首都圏直下

型地震などの大規模災害に対して，日本の経済社会が生

き残っていくためにも，昨年の東日本大震災を奇禍とし

て今後の物流BCP研究に生かしていくことが重要である

と考えており，本研究をその端緒の一片とすることが出

来れば幸いである． 
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IMPACT EVALUATION OF THE EAST JAPAN GREAT EARTHQUAKE 
 ON THE PRODUCTION AND LOGISTICS NETWORK IN JAPAN,  

AND REVIEW OF THE COMPANY BCPs 
 

Kyoko OKAMURA, Takeshi MINE, Masami KANDA and Kenji ONO 
 

Based on the industrial statistics, and questionnaires and interview survey of manufacturing industries, 
this study attempted to identify the impact of the 2011 East Japan Great Earthquake on the supply and 
production chain of Japanese manufacturers. 

Analysis of the trade statistics and indices of industrial production clearly indicates that the production 
of durable consumer goods dramatically decreased in March 2011 and recovered quickly in about 3 
months. The major damage of manufacturing companies was referred to the supply disruption of interme-
diate goods due to the quake. Many manufacturers are considering their strategies to improve supply 
chain management by diversifying or decentralizing their supply chains and sources. It was identified that 
the production chain was significantly paralyzed when a supply source for the intermediate goods over-
lapped among the manufacturers.  

 
  

 


